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に四大会計事務所）では SA形態が用いられている。Mement  Audit, op. cit.
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式制度、一株一議決権の原則の適用を受けるとすれば、社員割合ではな
く、資本基準ないし議決権基準が用いられるのが適切であり、議決権基準
の実質を確保する仕組み、株式の譲渡に関する規制等が置かれる必要性も
生じるであろう（会社法２条５号に定める「公開会社」でない会社ということ
になるであろう）。また、監査法人における運営および監査証明業務の執行
について公認会計士の独立性を図る必要から、取締役会が設置される場合
にはその一定割合は公認会計士でなければならず代表取締役は公認会計士
でなければならない、監査証明業務の執行は社員または役員である公認会
計士のみが行うといった規定を置くこと等が考えられる。このような場合
に特に、本稿で検討してきたフランスの会計監査役会社制度の仕組みを参
考にしうるであろう。
平成19年の公認会計士法は、特定社員制度を導入するとともに、有限責
任監査法人の設立を認めた。監査法人と社員の責任のあり方については、
フランスの会計監査役会社と社員の責任に関する検討とともに別稿で論じ
る予定であり、別稿での検討も踏まえて、監査法人制度の総合的な研究を
行いたいと考えている。
＊本稿は、平成20年度・21年度科学研究費補助金（特別研究員奨励費：
20・56641）にもとづく研究成果の一部である。
（note26）,n?1537,p.60et annex,p.1127.
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